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2010年度決算および2011年度業績予想



国内土木 1,031 952 ▲ 79

国内建築 771 902 131

海外 769 900 131

　建設受注高 2,571 2,754 183

国内土木 1,487 1,344 1,182 1,087 ▲ 306 ▲ 257

国内建築 857 837 892 874 35 37

海外 782 782 823 816 41 34

　完工高 3,126 2,963 2,897 2,777 ▲ 230 ▲ 185

開発等 122 12 126 16 4 5

　総売上高 3,248 2,974 3,023 2,794 ▲ 225 ▲ 181

　完工総利益 278 8.9% 264 8.9% 251 8.7% 244 8.8% ▲ 27 ▲0.2p ▲ 20 ▲0.1p

開発等 8 6.8% ▲ 8 ▲68.8% 2 1.5% ▲ 13 ▲79.4% ▲ 6 ▲5.3p ▲ 5 ▲10.6p

　売上総利益 287 8.8% 256 8.6% 253 8.4% 231 8.3% ▲ 34 ▲0.5p ▲ 25 ▲0.3p

　一般管理費 179 5.5% 163 5.5% 155 5.1% 140 5.0% ▲ 23 ▲0.4p ▲ 22 ▲0.4p

　営業利益 108 3.3% 93 3.1% 98 3.2% 90 3.2% ▲ 10 ▲0.1p ▲ 2 0.1p

営業外損益 ▲ 31 ▲ 14 ▲ 24 ▲ 23 7 ▲ 8

　経常利益 77 2.4% 78 2.6% 74 2.5% 68 2.4% ▲ 3 0.1p ▲ 11 ▲0.2p

　当期純利益 17 0.5% 22 0.7% 22 0.7% 19 0.7% 4 0.2p ▲ 3 ▲0.1p

対2009増減

2010年度決算

連結 個別 連結 個別 連結 個別

2009年度 2010年度

■2010年度受注実績・決算
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2009

実績 実績 対2009増減 対2009増減率

　官　庁 758 636 △ 122 △ 16.1 %

　民　間 273 316 43 15.9 %

計 1,031 952 △ 79 △ 7.7 %

　官　庁 240 271 31 13.1 %

　民　間 531 631 100 18.8 %

計 771 902 131 17.0 %

　官　庁 998 907 △ 91 △ 9.1 %

　民　間 804 947 143 17.8 %

　国内計 1,801 1,853 52 2.9 %

　土　木 642 327 △ 315 △ 49.0 %

　建　築 127 573 446 350.4 %

計 769 900 131 17.0 %

　土　木 1,673 1,279 △ 394 △ 23.5 %

　建　築 898 1,475 577 64.3 %

　建設事業計 2,571 2,754 183 7.1 %

　開発事業等 9 16 7 73.7 %

　合　　計 2,580 2,769 190 7.4 %

2010年度受注実績

国
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築
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注）単位は億円、表示単位未満を四捨五入



■2011年度業績予想
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注）単位は億円、表示単位未満を四捨五入

国内土木 1,100 450
国内建築 1,100 450

海外 800 400
　建設受注高 3,000 1,300

国内土木 1,170 1,100 460 430
国内建築 1,070 1,050 430 420

海外 910 900 400 400
開発等 120 10 50 5

　総売上高 3,270 3,060 1,340 1,255
　完工総利益 239 7.6% 231 7.6% 79 6.1% 76 6.1%

開発等 7 5.8% ▲ 3 ▲30.0% 4 8.0% ▲ 2 ▲40.0%

　売上総利益 246 7.5% 228 7.5% 83 6.2% 74 5.9%
　一般管理費 151 4.6% 138 4.5% 75 5.6% 69 5.5%
　営業利益 95 2.9% 90 2.9% 8 0.6% 5 0.4%

営業外損益 ▲ 21 ▲ 20 ▲ 15 ▲ 10
　経常利益 74 2.3% 70 2.3% ▲ 7 ▲0.5% ▲ 5 ▲0.4%

　当期純利益 21 0.6% 20 0.7% ▲ 6 ▲0.4% ▲ 5 ▲0.4%

連結

2011年度業績予想

個別連結

通　　　期 第２四半期

個別



中期経営計画（2011～2013年度）の概要



■事業環境の認識・建設市場の見通し

建設市場の見通し

●短期的な見通し

○公共事業 ：削減傾向、選択と集中、防災・国土保全等、国民の安心安全に関する分野に厚く配分

○民間需要 ：景気回復の兆しあるも大震災の影響で再び冷える

○大型プロジェクト ：羽田再拡張工事は10年度で竣工、2011、2012年度は大型プロジェクトの端境期

○海外 ：東南アジアは引き続き堅調、シンガポールのMRT、香港10大プロジェクト等活況

●中期的な展望

○公共事業 ：削減傾向は緩和するも増加は期待できず、更なる事業の選択と集中

○民間需要 ：徐々に景気回復、設備投資増加、住宅市場回復、但し業種・企業・地域間で格差有

○大型プロジェクト ：空港・港湾のハブ化、遠隔離島保全、中央リニア、環境関連等の事業が進行

○海外 ：シンガポール、香港は引き続き堅調、東南・南アジアで新たなビジネスチャンスも

事業環境の認識

●日本社会

・少子高齢化、人口減少

・成長戦略不在

・国内産業空洞化、高失業率

・大震災、温暖化、異常気象

●日本経済

・国地方の危機的な財政悪化

・長期の低成長、デフレ

・経済活動のグローバル化

・地域経済破綻、格差拡大

・大震災による影響

●建設業界

・国内市場の継続的な縮小

・維持補修や民活事業への質的変化

・供給過剰、進まぬ淘汰・再編

・求められる海外戦略、脱請負

・震災の救済・復旧・復興への貢献

3
技術力と企画力の優れた企業しか生き残れない技術競争/価格競争時代



■基本経営方針（１）

「臨海部ナンバーワン企業」
ゼネコンモデル から コア事業集積モデル への転換

目指す企業像

4

基本経営方針

１ 事業量の維持
・現行の事業量を維持し、縮小均衡に陥らない

２ 競争力の構築
・競争に勝ち、市場シェアをアップする

３ 業務品質のさらなる向上
・品質は企業経営の原点である

４ 新規分野への進出と設備投資
・成長のための投資を継続する

５ 経営基盤の強化
・更なる成長のための基盤をつくる

大震災の復旧・復興

●建設業の使命
・国民の日々の活動に必要な社会資本を建

設することにより、日本の国土を保全し、国

民の安心・安全な生活を守る

●五洋グループの方針
・建設業の使命を果たすべく、大震災の復

旧・復興に、五洋グループ全体で尽力する

「その先の向こうへ」
1896年、広島県呉市にて創業した当社は、進取気鋭の精神と先端の建設技術をもって
社会に貢献し、社会とともに成長してきました。創業100有余年、新たなフィールドへ常に
挑戦し続ける心は、いまでも当社のDNAに引き継がれています。時代が変わっても変わ

らないチャレンジスピリットと、時代の変化に応じた柔軟な自己革新力。現状に甘んじるこ
となく、一歩一歩着実に、前に進む。

コーポレートメッセージ



連結 単体

売上高 3,270 3,060

営業利益 105 100
経常利益 84 80

事業計画（2013年度、億円）

■基本経営方針（２）

１ 事業量の維持（規模と方向性） ２ 競争力の構築

②事業の方向性
●海上土木（国内外）

・利益の最大化、五洋ブランドの確立
・将来大型プロジェクトへの先行的取り組み

●陸上土木（国内外）
・地域と分野の絞り込み
・安定した事業量と利益の確保

●建築（国内）
・分野の絞り込みと競争に勝てる体質づくり
・安定した事業量と利益の確保

●海外
・拠点国（シンガポール、香港、ベトナム）を中
心に緩やかな拡大

●開発・不動産
・新規投資を限定的（地域、事業量）に実施

●新規分野
・可能なものは2013年度までに事業化スタート
・将来のシーズの発見、開発
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①技術による競争力の構築
・営業、施工、新規分野の技術を競争力の中心

に位置付け

・技術開発の推進母体として、技術戦略室を位置

づけ、ここに戦略策定とその推進を一元化

・技術開発関連人員の増強

②施工能力増強による競争力の構築
・設備投資（作業船等）の継続的な実施による施
工能力の向上

・施工系グループ会社について、コスト競争に耐

えうる体質と施工力を構築

・資機材調達の全社化（部門・地域・国内外横断

的）による、競争力のある購買業務の推進

③トータルコスト競争に負けない体制の構築
・経費の圧縮

直間比率見直し、管理可能費の更なる圧縮

2013年度（単体）：一般管理費率4.4％以下

・営業外損益の改善

2013年度（単体）：営業外損益▲20億円以下

①事業量
・現行の事業量の維持
・縮小均衡に陥らない



■基本経営方針（３）

３ 業務品質のさらなる向上 ４ 新規分野への進出と設備投資

①技術力の強化
・個別分野の技術力強化と総合力強化

（企画、調査、設計、研究開発、積算、提案、

施工、維持管理等）

②自前の人材育成と組織の活性化
・分野毎のプロと経営リーダーの育成

・業務のPDCA体制の構築と確実な運用

③間接部門の統合による業務効率の向上と

直間比率の見直し
・直接部門の人員強化

④海外リスクに対する管理システムの強化
・各国横断的に、工種別に入札から施工までを

管理する組織としてワールドオペレーションセ

ンターを設置（2011年4月）

・コストの現地通貨化の徹底

・資機材の保有による施工力強化

・国内・海外の両部門によるペアチェック体制の

充実

・ＰＭ等専門性の高い人材群の育成
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①建設施工・請負業から周辺領域へ拡大

→継続的な成長を目指す

・周辺領域：環境事業（土壌関連事業）、

維持補修管理業務等

・事業分野拡大のための戦略担当部署として

2020事業室を設置（2011年4月）

②施工力強化のための継続的な設備投資

③異業種、研究機関との積極的連携
・環境、維持補修管理等

５ 経営基盤の強化

①自己資本比率の向上
・2013年度（連結）：自己資本比率23%以上

②保有資産の有効活用と着実な売却

③有利子負債の継続的削減と資金調達の

多様化・安定化
・2013年度（連結）：有利子負債672億円以下
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■主要経営目標

○株主配当
・安定的な株主配当
・2011年度：1株当たり2円配当予定

○主要数値目標（連結）
・2011年度：経常利益 74億円以上

D/Eレシオ 1.2倍以下
・2013年度：経常利益 84億円以上

D/Eレシオ 1.0倍以下
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連 結
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有利子負債残高

連結 単体 連結 単体

建設受注高 3,000 3,050
売上高 3,270 3,060 3,270 3,060
売上総利益 246 228 253 235
一般管理費 151 138 148 135
営業利益 95 90 105 100
経常利益 74 70 84 80
当期純利益 21 20 26 25
ＥＰＳ（１株当たり利益） 7円以上 9円以上

自己資本比率 22%以上 23%以上

有利子負債 772以下 672以下

D/Eレシオ 1.2倍以下 1.0倍以下

【業績目標】

【財務目標（連結）】

2011計画 2013計画

【主要数値目標 （単位：億円）】

中期経営計画（2011～2013年度）
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